
昨年来の経済危機は、熊本の地域経済

にも深刻な影響を与えています。下表は、

業種ごとの倒産件数の推移です。あらゆ

る業種において厳しい経営が強いられて

いますが、とりわけ建設業においては倒

産件数、金額においても深刻な状況で、

地域業者の経営を支える施策が切望さ

れています。 

業種別の倒産件数の推移 

 

右のグラフは、熊本市における公共事業

（工事関係）の県内業者への発注額割合

の推移です。グラフが示している通り、近

年、県内業者への発注割合が減少してい

ます。特に、建築に関しては、０８年度は 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マンション建設も含めた熊本駅前東Ａ地

区の再開発にかかわる契約があり、県内

業者への契約額の割合は、約４０％に

激減しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今、求められていることは、地域の中小

零細業者の仕事につながる公共事業を

すすめ、内需拡大で地域経済の振興を

図ることです。 

そのためにも、学校施設の維持・補修や、

市営住宅や老朽化した公共施設の計画

修繕、生活道路の整備など、生活に密着

した公共事業を促進することが大切で

す。 

 景気低迷の時代に見合わない大型再

開発をきっぱりと改め、地元業者の支援

を今こそ強めるべきです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  建設業 製造業 卸売業 小売業 不動産業 

04 年 26 6 8 6 1 

05 年 20 4 8 8 2 

06 年 22 2 5 16 2 

07 年 15 3 14 12 4 

08 年 37 5 15 11 6 

地元業者への発注を増やし地域経済の振興を！ 
倒産件数・金額も急増―厳しい経営が強いられる建設業 
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％ 工事等の県内業者への契約額の割合 

学校施設・市営住宅・公共施設の修繕、生活道路の整備など 

生活密着型の公共事業こそ 

地元業者の仕事につながります 

ＮＯ ６８１ 
 ２００９年１０月１８日 
電話 ３２８－２６５６ 

FAX ３５９－５０４７ 

熊本市手取本町１－１ 議会棟３階 

メール：kumamsu@gamma.ocn.ne.jp 

HP：http://www5.ocn.ne.jp/~kumamsu/ 



 

 

 

 

 

3 月 10 日、益田牧子議員は、国保問題を中心に一般質問を行いまし

た。無保険による死亡や重症化した事例を示し、幸山市長に「郵送による無

保険状態の解消」「国保料の引き下げ」を求めました。 
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益田議員は、保険証は「命の絆」であ

り、国も、「短期保険証の窓口留置きの長

期化は、望ましくない」と指導している。 

未交付の4898世帯に、郵送により、届

けるべきだ」と追及。幸山市長は、「きめ細

やかな対応に心がけ、出来るだけ速やか

に手元に届ける」と答弁を繰り返し、郵送

による無保険解消に否定的でした。 

無保険による重症化、死亡例を出さな

いためにも、保険証の全員交付は急

務です。現に、広島市では、窓口で

の1ヶ月以上の短期保険証の留め置

きは行わず、郵送により、届けられて

います。 

 

合併する植木町、城南町

は、旧富合町と同じように、

5 年間かけて、高い熊本市

の国保料に統合されます。

（右上グラフ）合併の原則で

ある『負担は低い方へ』に

反します。日本共産党は、

政令市並みの一般会計繰

入を行い、国保料の引き下

げを要求しています。 

（08 年決算） 


